























































１　西田典之「共謀共同正犯について」共犯理論の展開（平 22）51 頁、同・刑法総論　第二版（平 22）350 頁。
２　西田・前掲書 355 頁。


























































































































































































































































































24　なお、照沼亮介・体系的共犯論と刑事不法論（平 17）21 頁注 35 は、前法的な意味の規範ではなく、刑法上の解釈から導
出される規範であるとして、「行動規範」という用語を採用される。しかし、論者自身が述べるように、その実質は「行為規範」
と同意義である以上、本稿では従来の用語法に従って、直接に引用した部分を除いて「行為規範」の語を用いた。
25　照沼・前掲書 138 頁。
26　照沼・前掲書 144 頁。
27　照沼・前掲書 144 頁。
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し分業する中で生じる「機能的な」行為支配
にとどまるからである。なるほど、共同正犯
の修正された構成要件については、全部実行
が認められるとはいえ、伝統的な「一部実行・
全部責任の原則」は、単独正犯の構成要件と
対比して論じられており、その意味では、共
同正犯はあくまで一部実行にとどまり、全部
を実行する単独正犯の場合とは異なるからで
ある。
　また、共同正犯が「全部実行・全部責任」
であるならば、刑法６０条を適用しなくとも
共同正犯が成立しうるのではなかろうか。他
方、構成要件該当事実に対する直接的な寄与
があった場合にも、各則の構成要件が定めた
行為態様を、必ずしも各人が充足するとは限
らない。しばしば問題になる設例として、共
犯者の一方が銀行員の反抗を抑圧し、他方が
金銭を奪取するという銀行強盗の形態では、
かりに刑法６０条がなくとも、刑法２３６条
によってただちに各関与者の構成要件該当性
が認められるというのであろうか。かように
して、前者の行為支配説では、刑法典が共犯
規定を設けた意義を軽視するおそれがある。
　次に、第二の見解について検討する。この
見解においては、機能的行為支配から離れて
実行行為を判断する基準が明らかにされてい
ない。すなわち、行為支配の内容を実行行為
の概念に求めながら、同時に、機能的行為支
配の判断基準として実行行為概念を導入する
ことは、トートロジー以外の何ものでもない
からである。
　しかも、各人の謀議への参加や準備段階に
おける犯行計画の統率・指揮という「予備段
階での関与」は、「不法形成過程での行為寄
与」という性質を有しないとされる 28。しか
し、こうした予備段階の関与により初めて構
成要件該当事実の実現が可能となる場合もあ
りうる。そこでは、実行段階で必要となる部
分的な寄与と同様、予備段階で関与したこと
が不法の成否にかかわるとき、共同正犯にお
ける関与形態を実行段階に限定することは許
されないであろう。
三　共同正犯の構造をめぐる考察
　以上、主要な学説を概観してきたが、共同
正犯の構造はどのように解されるべきか。ま
ず、共同正犯の「正犯性」について、因果的
共犯論にもとづく見解は、彼らのいう「本来
的共犯」である共同正犯と「本来的正犯」に
あたる間接正犯を区別できない以上、到底与
することはできない。また、共同意思主体説
は、団体責任を前提とする点に加えて、行為
主体と刑罰主体を分離しなければ、各共犯者
の関与形態に応じた罪責判断もできない点で
問題である。しかも、これらの見解は、共同
正犯だけが他の狭義の共犯より重い刑事責任
を負う理由を示していない。したがって、共
同正犯の「正犯性」は、むしろ、本来的な正
犯にあたるとした上で考えるべきである。
　そもそも、共同正犯では、何らかの意味で
共同して犯罪行為を行わなければならない。
また、各関与者がどの犯行に加功したかを判
断するためには、共同実行の意思が前提条件
となる。すなわち、共犯者が自らの置かれた
行為状況を認識するためには、共同実行の意
思として、自らの行為の意味を評価できる程
度まで具体化された「行為計画」が存在しな
ければならない。具体的には、（ａ）当該関
与者が加功した犯罪行為とは何か、（ｂ）そ
の関与行為のもつ意義・地位を、他の関与者
がどのように認識しうるかが、前述した行為
28　照沼・前掲書 144 頁。
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計画の内容となる。これらの要件のいずれか
が欠けるならば、当該関与者は行為計画の中
で自らの行為がいかなる意味をもつか判断で
きないため、結局、各人の孤立した行為が存
在するだけであり、共同行為とはみられない
からである。
　かような共同実行の意思にもとづいて、各
関与者にはどのような行為が要求されるべき
か。この点、単独正犯と同様に、実行行為性
を有する行為であることが必要と考える。そ
の際、私は、実行行為の内容を、構成要件該
当結果の現実的危険性を具備した行為とみる
一方、そこでいう現実的危険性を、事前判断
により当該結果発生に必要な実質が犯人の行
為に備わったことに求めたい。すなわち、各々
の行為が構成要件該当結果発生の現実的危険
性を有する場合にのみ、共同正犯の関与行為
が認められるべきである。
　この点、実行段階における共働では、共同
実行の意思にもとづいて、各関与者が自らの
置かれた行為状況を判断するが、この行為状
況には、他の関与者がどのように行為するか
という内容も含んでいる。その意味で、各関
与者にとって、他の関与者の行為は客観的な
行為状況にすぎない。したがって、他の関与
者の行為が実際に行われたかどうかは、行為
後の事情に過ぎず、その者の関与行為の評価
それ自体には影響しない。なぜならば、各関
与者は、共同実行の意思を通じて、仲間がそ
れぞれの行為により加担することを前提とし
た共犯関係に入っているからである。
　以上のことから、実行段階における関与者
間の共働が一部実行の分担で足りるのは、共
同実行の意思の下で、仲間の関与を前提とし
つつ、自らの一部実行が構成要件該当結果発
生の現実的危険性をもつと認められるからで
ある。例えば、形式的には構成要件に該当し
ない見張り行為についても、見張り行為がな
ければ、他の関与者が実行行為に出ないとい
う関係にあるならば、行為計画上も見張り行
為を前提とした行為状況が存在するため、当
該見張り行為には、実行行為の分担があった
として、見張り行為を行う者にも共同正犯が
成立しうるのである。
　同様に、予備段階における共働に対しても
この種の共同正犯を認めることができよう。
例えば、銀行強盗の場合にしばしば必要とな
る防犯装置の解除という予備段階の加担行為
は、行為計画上もこの解除行為を必要条件と
する行為状況があるならば、まさしく解除行
為によって強盗罪の実行行為が左右されるか
らである。
四　おわりに
　以上、共同正犯の構造は、共同実行の意思
にもとづき、他の関与者の関与行為を包摂し
た客観的な行為状況の中で実行行為と認めら
れること、すなわち、共同的実行行為である
ことが明らかになった。また、共同正犯の実
行行為性は、共同者の存在を前提として初め
て肯定される点で、単独犯人の実行行為を
もって刑法典各則に規定された構成要件に該
当するかどうかを論じる間接正犯とは明白に
異なるといえよう。その意味で、まさしく刑
法６０条が「共同して犯罪を実行した者は、
すべて正犯とする」と表現したことで、各則
の犯罪構成要件を修正する過程を通じて、共
同正犯における形式的な実行行為の共同が可
能となるのである。
